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１　はじめに

　日本では高齢者人口の割合が年々増加しており、2024

年９月時点で29.3％に達し、過去最多となりました1）。この

割合は今後も上昇すると予想され、それに伴い生活支援

や介護を必要とする高齢者もさらに増加する見込みです。

これまでに、介護は専業主婦や家族内で仕事を持たない者

が担うことが一般的でしたが、近年では共働き世帯の増加

や核家族化が進み、働きながら家族の介護を担う人々（ビ

ジネスケアラーやワーキングケアラーと呼称）が増えていま

す。経済産業省の推計2）によると、2030年には家族介護

者の約4割（約318万人）がビジネスケアラーになると予測

されており、介護による仕事パフォーマンスの低下や労働

力の流出が懸念されています（図1）。

　政府は「介護離職ゼロ」を掲げ、介護休業や介護保険

制度など、仕事と介護を両立させるための支援策を整備し

ています。しかし、実際の制度利用率は依然として低く、

十分に活用されていないのが現状です。令和4年就業構

造基本調査3）によると、過去1年間に介護・看護のために

前職を離職した者の数は10.6万人に上り、この数は2017

年から増加傾向にあります。一方で、介護をしている労働

者の中で、介護休業制度を利用したのは男性が3.6％、

女性が5.2％4）に過ぎず、仕事と介護に関する諸問題が潜

在化していることが推察されます。

　介護は育児と異なりその終了時期が予測困難であり、要

介護者の状態の悪化や家族の状況に応じて、介護者の支

援ニーズは変化します。また、介護者が企業に対して支援

を求めることを躊躇し、一人で介護負担を抱え込むケース

も多く、結果として介護離職に至る場合もあります。長期

にわたる介護負担は、労働者の心身に深刻な影響を及ぼ

し、さらには労働力の喪失にもつながります。これらの課題

に対処するには、企業や自治体などが連携し、仕事と介護

の両立を支援する新たな取り組みが必要になるでしょう。

２　 三菱グループ・リサーチモニター・プロ
ジェクトの立ち上げ

　ダイヤ財団では創立 30 周年を機に、賛助会員各社に

対する新たな貢献を示すべく、2023 年に新事業として「三

菱グループ・リサーチモニター・プロジェクト」を立ち上げま

した。そこで、賛助会員企業へのヒアリングを経て、多く

の企業が共通して抱えている「仕事と介護の両立」という

課題に着目し、この研究事業を開始しました。この研究事

業では、仕事と介護の両立に対する潜在的なニーズを把

握することに重点を置き、効果的な支援策を提案すること

を目指しています。三菱グループという大企業グループを

対象とする調査は、介護に関するニーズの多様性や企業

規模による違いを把握するための重要なデータとなると考え

ます。さらに、企業の支援策と労働者側のニーズのミスマッ

チを探ることで、企業が取り組むべき新たな支援策を検討

図１　家族介護者・ビジネスケアラー・介護離職者の人数の推移
出典：引用文献2)
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するための基盤となるでしょう。

　この研究事業では、以下の２段階の調査を実施する予

定です（図2）。第1段階の調査では対象者を限定せず、

全社員を対象としたアンケート調査を実施し、介護を行って

いる労働者や将来的に介護を担う可能性がある労働者が

どの程度いるのか、その実態を明らかにします。第2段階

の調査では、現在介護を行っている労働者を対象とした追

跡調査を実施し、具体的な支援ニーズを明らかにします。

３　 第1段階の調査：全社員を対象とした
仕事と介護の両立に関するアンケート
（2024年度）

　国や当財団が実施したこれまでの調査は、主に現在介護

を行っている労働者や介護を終えた経験者、あるいは介護

離職者に焦点を当て、介護者が直面する様 な々課題を明ら

かにしてきましたが、将来的に介護を担う可能性のある労

働者については十分に把握されておらず、介護の現状を包

括的に捉えたものとは言えません。企業側でも、介護休業

制度を利用した従業員は把握されているものの、退職理由

が介護であることが明らかになるのは、退職時に初めて分

かるケースも少なくありません。

　この調査では、要介護認定の有無や同居・別居に関わ

らず、日常生活における入浴・着替え・トイレ・移動・食

事などの動作をする際に何らかの介助や手助けをする場合

を「介護を行っている」と定義しています。さらに、介護の

現状をより包括的に把握するために、両親の年齢や健康

状態、家族構成についての質問を通じて、近い将来に介

護が発生する可能性も調査します。また、両親へのちょっと

した手助け（日常生活における困りごとへの対応など）につ

いてもアンケート項目に含めています。なお、この調査では

全社員を対象とするため、現在介護を行っていない労働者

が多く含まれることが予想されます。そこで、介護への認

識や職場環境についても尋ねます。

　第1段階の調査ではWebアンケート形式を採用し、2024

年７月中旬に開始されました。執筆時点で、7社から協力の

承諾を得ており、すでに4社での調査が完了しています。こ

の中間分析の結果は、2024年11月14日に開催するシンポ

ジウム「ストップ介護離職5 ―サポートを100％活かす―」

（一般財団法人オレンジクロスとの共催）で速報として紹介す

る予定です。また、「三菱グループ・リサーチモニター・プロ

ジェクト」の特設ページ（https://www14.webcas.net/

form/pub/dia30/top）でも順次更新していく予定です。

４　今後の展開

　2025年度には、第1段階の調査結果を基に、介護を担

う労働者が実際にどのような支援を必要としているのか、ま

たそのニーズがどのように変化するのかをさらに掘り下げて

いく予定です。仕事と介護の両立は、個々の労働者にとっ

てだけでなく、企業や社会全体にとっても極めて重要な課

題です。この研究事業を通じて、労働者が仕事と介護を

両立できるためのより効果的な支援策を提案し、企業の生

産性向上だけでなく労働者のウェルビーイング向上にも寄与

できるよう、着実に取り組んでいきたいと思います。
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